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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正負極板がセパレータを介して捲回された電極群を備え、正負極集電タブが前記正負極
板の一側からそれぞれ導出され前記電極群の互いに反対側に配設されたリチウムイオン二
次電池において、少なくとも前記正極集電タブおよび負極集電タブの一方は、前記電極群
の端面に対向配置された集電部品の前記電極群に対向する面と交差する外周面と、両端部
の重なりが未形成となるように前記集電部品の外周面に対向配置された金属製の当て板と
に挟まれ、前記集電部品の外周面および前記金属製の当て板に、略直交方向に照射された
レーザ光による接合部を有するとともに、前記当て板の両端部にはスポット溶接部を有し
ており、前記負極集電タブが前記集電部品の外周面と前記当て板とに挟まれ、前記接合部
を有する場合には、前記負極集電タブが接合された集電部品および当て板は、それぞれ、
銅、ニッケル、銅とニッケルとの合金または銅とニッケルとの多層体を材質としたことを
特徴とするリチウムイオン二次電池。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はリチウムイオン二次電池に係り、特に、正負極板がセパレータを介して捲回さ
れた電極群を備え、正負極集電タブが正負極板の一側からそれぞれ導出され電極群の互い
に反対側に配設されたリチウムイオン二次電池に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、リチウムイオン二次電池は、さまざまな用途で広く使用されている。中でも、帯
状の正負極板がセパレータを介して軸芯に断面渦巻状に捲回された電極群を円筒状の電池
缶に収容した円柱型捲回式リチウムイオン二次電池は、高エネルギー密度であるメリット
を活かして、ＶＴＲカメラ、ノート型パソコンまたは携帯電話等のポータブル機器に使用
されている。一方、円柱型捲回式リチウムイオン二次電池は、大電流充放電用途の二次電
池として、電気自動車（ＥＶ）やハイブリッド電気自動車（ＨＥＶ）の車載電源等にも使
用されている。
【０００３】
　一般に、大電流充放電用途の捲回式二次電池では、電池の内部抵抗を低減するため、正
負極板の一側から複数の集電タブがそれぞれ導出されている。集電タブは電極群の互いに
反対側にそれぞれ配設され、集電タブの端部が、電極群の端面にそれぞれ対向配置された
集電部品の電極群に対向する面と交差する側周面に集められ接合されている。集電タブを
集電部品に接合する方法としては、超音波接合やレーザ溶接等があげられる。
【０００４】
　超音波接合は、接合する部材に加圧した状態で振動を加え、金属表面に形成された酸化
被膜を除去し、現れた金属表面間で金属原子を拡散することにより、金属を接合する方法
である。ところが、上述したように複数の集電タブを集めて超音波接合を行う場合、加圧
力、超音波の振幅、振動時間および周波数などの条件により、集電タブが疲労破壊されて
しまう場合がある。一方、レーザ溶接では、単一波長の光を極めて小さな点に集光するた
め、エネルギー密度が非常に高くなる。このため、溶接に伴う周囲への熱影響も少なく、
被溶接物を照射方向に高速に深く溶融させて接合することができる。例えば、集電部品の
電極群に対向する面と交差する側周面に沿う方向（垂直方向）にレーザ光を照射して集電
部品に集電タブを接合する技術が開示されている（特許文献１参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開平９－９２３３５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、捲回式リチウムイオン二次電池では、複数の集電タブが導出された正負
極板が捲回されているので、集電タブを集電部品の側周面に集めた場合、集電タブの重な
りに疎密が生じる。このため、重なりが疎な箇所でレーザ光の入熱エネルギーが過大にな
り、レーザ光が集電タブおよび集電部品を貫通してしまう可能性がある。特許文献１の技
術では、集電部品の電極群に対向する面と交差する側周面に沿う方向、すなわち、電極群
方向にレーザ光が照射されるので、集電部品を貫通したレーザ光が電極群を損傷して電池
性能を損なう可能性が考えられる。更に、集電部品および電極群が近接していた場合、レ
ーザ光が貫通したか否か確認することも難しくなる。
【０００７】
　本発明は上記事案に鑑み、電池性能を確保することができるリチウムイオン二次電池を
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明は、正負極板がセパレータを介して捲回された電極
群を備え、正負極集電タブが前記正負極板の一側からそれぞれ導出され前記電極群の互い
に反対側に配設されたリチウムイオン二次電池において、少なくとも前記正極集電タブお
よび負極集電タブの一方は、前記電極群の端面に対向配置された集電部品の前記電極群に
対向する面と交差する外周面と、両端部の重なりが未形成となるように前記集電部品の外
周面に対向配置された金属製の当て板とに挟まれ、前記集電部品の外周面および前記金属
製の当て板に、略直交方向に照射されたレーザ光による接合部を有するとともに、前記当
て板の両端部にはスポット溶接部を有しており、前記負極集電タブが前記集電部品の外周
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面と前記当て板とに挟まれ、前記接合部を有する場合には、前記負極集電タブが接合され
た集電部品および当て板は、それぞれ、銅、ニッケル、銅とニッケルとの合金または銅と
ニッケルとの多層体を材質としたことを特徴とする。
【０００９】
　本発明では、集電部品の電極群に対向する面と交差する外周面に略直交方向にレーザが
照射されるため、電極群の損傷を防止でき電池性能を確保することができ、少なくとも正
極集電タブおよび負極集電タブの一方が集電部品と当て板とに挟まれており、両端部の重
なりが未形成の当て板の両端部にスポット溶接部を有するため、当て板、集電タブおよび
集電部品の密着度が高まるとともに、レーザ光による接合時に集電タブが外れることなく
当て板と集電部品とで挟持されるので、接合部の接合性を向上させることができる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、集電部品の電極群に対向する面と交差する外周面に略直交方向にレー
ザが照射されるため、電極群の損傷を防止でき電池性能を確保することができ、少なくと
も正極集電タブおよび負極集電タブの一方が集電部品と当て板とに挟まれており、両端部
の重なりが未形成の当て板の両端部にスポット溶接部を有するため、当て板、集電タブお
よび集電部品の密着度が高まるとともに、レーザ光による接合時に集電タブが外れること
なく当て板と集電部品とで挟持されるので、接合部の接合性を向上させることができる、
という効果を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して、本発明を適用した円柱型リチウムイオン二次電池の実施の形態
について説明する。
【００１４】
（構成）
　図１に示すように、本実施形態の円柱型リチウムイオン二次電池１３は、帯状の正負極
板が直接接触しないようにセパレータを介して中空状で樹脂製の軸芯に断面渦巻状に捲回
された電極群３を備えている。電極群３は、ニッケルメッキが施された鋼板製で有底円筒
状の電池缶１１に収容されている。
【００１５】
　電極群３の上側端面には、該端面に対向するように正極板からの電位を集電するための
アルミニウム製でリング状の正極集電リング（集電部品）４が配置されている。正極集電
リング４は、軸芯の上端部に固定されている。正極集電リング４の周囲から一体に張り出
している鍔部外周面、すなわち、電極群３に対向する面と交差する側周面には、正極板の
一側から導出された複数の正極集電タブ６の端部が集められている。集められた正極集電
タブ６の外側には、アルミニウム製で帯状の正極当て板５が正極集電リング４の鍔部外周
面と対向するように配置されている。換言すれば、正極集電リング４の鍔部外周面に正極
当て板５がほぼ全周に亘り配置される。このとき、正極当て板５の両端部同士が重ならな
いように配置される。正極当て板５は、軸芯が垂直方向となる状態で、正極集電リング４
の鍔部外周面に略直交方向、すなわち、略水平方向に照射されたレーザ光で全周に亘り接
合される。従って、正極集電タブ６の端部が正極集電リング４の鍔部外周面と正極当て板
５の内周面とに挟まれて接合されている。正極集電リング４の上側には、正極外部端子と
なる円盤状の上蓋１が配置されている。上蓋１は、略中央部に上方に突出した円筒状の突
起を有する蓋キャップと、アルミニウム合金製で下方（電極群３側）に突出した皿状の蓋
ケース（ダイアフラム）とが組み合わされて形成されているが、更に一定内圧で開裂する
開裂弁を有するものであってよい。上蓋１の下面および正極集電リング４の中央部上面に
は、アルミニウム製で帯状の正極リード２の両端がそれぞれ接続されており、上蓋１と正
極板とが電気的に接続されている。
【００１６】
　一方、電極群３の下側端面には、該端面に対向するように負極板からの電位を集電する
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ための銅製でリング状の負極集電リング（集電部品）７が配置されている。負極集電リン
グ７の中央部には、軸芯の下端部外周面が固定されている。負極集電リング７の外周面、
すなわち、電極群３に対向する面と交差する側周面には、負極板の一側から導出された複
数の負極集電タブ８の端部が集められている。集められた負極集電タブ８の外側には、正
極当て板５と同様に、銅製で帯状の負極当て板９の両端部同士が重ならないようにほぼ全
周に亘り配置されている。負極当て板９は、正極当て板５と同様に、負極集電リング７の
外周面に略直交方向に照射されたレーザ光で全周に亘り接合される。すなわち、負極集電
タブ８の端部が負極集電リング７の外周面と負極当て板９の内周面とに挟まれて接合され
ている。負極集電リング７の下面には、ニッケル製の負極リード板１０が接合されている
。負極リード板１０の中央部は、電池缶１１の内底面に抵抗溶接で接合・固定されており
、負極外部端子を兼ねる電池缶１１と負極板とが電気的に接続されている。
【００１７】
　電極群３を構成する正極板は、帯状で厚さ２０μｍのアルミニウム箔の両面に正極活物
質を含む合剤が略均一に塗着されている。合剤には、正極活物質のリチウム遷移金属複酸
化物であるマンガン酸リチウム（ＬｉＭｎ２Ｏ４）と導電材の鱗片状黒鉛と結着剤のポリ
フッ化ビニリデン（以下、ＰＶＤＦと略記する。）とが配合されている。アルミニウム箔
の長手方向一側端部には、正極合剤の無塗着部が形成されている。この無塗着部は、櫛状
（矩形状）に切り欠かれており、切り欠き残部で正極集電タブ６が形成されている。一方
、負極板には、帯状で厚さ１０μｍの銅箔の両面に負極活物質の非晶質炭素粉末を含む負
極合剤が略均一に塗着されており、長手方向一側端部に負極合剤の無塗着部が形成されて
いる。この無塗着部には、正極板と同様に負極集電タブ８が形成されている。セパレータ
には、帯状で厚さ４０μｍのポリエチレン製の微多孔膜が用いられている。電極群３は、
正極板および負極板が直接接触しないようにセパレータを介して捲回されている。電極群
３では、正極集電タブ６および負極集電タブ８が、電極群３の互いに反対側に配設されて
おり、電極群３の端面とほぼ直交する方向に導出されている。
【００１８】
　上蓋１は絶縁性及び耐熱性のＥＰＤＭ樹脂製ガスケット１２を介して電池缶１１の上部
にカシメ固定されており、リチウムイオン二次電池１３が密閉されている。また、電池缶
１１内には、図示を省略した非水電解液が注液されている。非水電解液には、エチレンカ
ーボネートとジメチルカーボネートとジエチルカーボネートとの体積比１：１：１の混合
溶媒中にリチウム塩として６フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ６）を１モル／リットル溶
解したものが用いられている。
【００１９】
（電池製造）
　リチウムイオン二次電池１３は、正負極板を作製し、正負極板に正極集電タブ６および
負極集電タブ８をそれぞれ形成する準備工程と、正負極板をセパレータを介して捲回し電
極群３を作製する捲回工程と、正負極集電タブをそれぞれ正負極集電リングに接合する接
合工程と、電極群３を電池缶１１に収容しリチウムイオン二次電池１３を完成する組み立
て工程とで製造される。
【００２０】
　準備工程では、マンガン酸リチウムの粉末と、導電材の鱗片状黒鉛と、結着剤のＰＶＤ
Ｆとを質量比８５：１０：５の割合で混合して正極合剤を調製する。粘度調整溶媒として
Ｎ－メチルピロリドン（以下、ＮＭＰと略記する。）を用い、正極合剤を略均一に混練し
て合剤スラリを調製する。帯状のアルミニウム箔の両面に合剤スラリを塗布する。このと
き、アルミニウム箔の長手方向一側端部にスラリの無塗着部を形成する。無塗着部を櫛状
に切り欠いて、切り欠き残部で正極集電タブ６を形成する。その後、乾燥し、プレスして
正極板を作製する。一方、負極活物質の非晶質炭素粉末と、結着剤のＰＶＤＦとを質量比
９０：１０の割合で混合して負極合剤を調製する。ＮＭＰを用い負極合剤を略均一に混練
して合剤スラリを調製する。帯状の銅箔の両面に合剤スラリを塗布し、乾燥後、プレスし
て負極板を作製する。正極板と同様にして、無塗着部を櫛状に切り欠いて、切り欠き残部
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【００２１】
　捲回工程では、２枚のセパレータの捲回始端部を軸芯に熱溶着などで固定する。正極集
電タブ６と負極集電タブ８とが電極群３の互いに反対側となるように、正負極板をセパレ
ータを介して軸芯に捲回する。所望の長さの正負極板およびセパレータを捲回した後、正
負極板およびセパレータを切断する。切断したセパレータの端部をテープ等で固定して電
極群３を作製する。
【００２２】
　接合工程では、まず、軸芯の上端部に正極集電リング４を電極群３の上側端面に対向す
るように固定する。正極集電タブ６の端部を正極集電リング４の鍔部外周面に集め、正極
集電リング４の鍔部外周面に正極当て板５をほぼ全周に亘り配置する。このとき、正極当
て板５の両端部が重ならない（重なりが未形成となる）ように配置する。軸芯が垂直方向
となる状態で、正極集電リング４の鍔部外周面に略直交方向にレーザ光を照射して、正極
当て板５の両端部を順にスポットで溶接した後に、正極当て板５の全周に亘り溶接する。
従って、正極当て板５、正極集電タブ６および正極集電リング４の溶接時には、外周面の
外側から略水平方向にレーザが照射されることとなる。同様に、負極集電タブ８の端部を
負極集電リング７の外周面に集めて、負極当て板９の両端部が重ならないようにほぼ全周
に亘り配置する。負極集電リング７の外周面に略直交方向にすなわち、略水平方向にレー
ザ光を照射して、負極当て板９の両端部を順にスポットで溶接した後に、負極当て板９の
全周に亘り接合する。
【００２３】
　組み立て工程では、正負極集電部品等が溶接された電極群３を用いて、リチウムイオン
二次電池１３を組み立てる。まず、負極集電リング７の下面に負極リード１０を溶接で接
合する。電極群３を電池缶１１に収容してから、軸芯の中空部に溶接治具を差し込んで、
負極リード１０を電池缶１１の内底面に抵抗溶接で接合する。上蓋１の下面と正極集電リ
ング４の中央部上面とに正極リード２の両端部をそれぞれ溶接する。電池缶１１の電極群
３より上側に上蓋１を載せるための段付け部を形成する段付け加工を施し、非水電解液を
注液した後、段付け部に上蓋１を載せ、電池缶１１と上蓋１とをガスケット１２を介して
かしめてリチウムイオン二次電池１３の組み立てを完成させる。
【実施例】
【００２４】
　次に、本実施形態に従い作製したリチウムイオン二次電池１３の実施例について説明す
る。なお、比較のために作製した比較例についても説明する。また、説明を簡単にするた
めに、以下の実施例では、負極集電リング７および負極当て板９の材質並びに溶接時のレ
ーザ出力を変え、正極集電リング４および正極当て板５の材質は各実施例とも同じとして
リチウムイオン二次電池１３を作製した。
【００２５】
（実施例１）
　実施例１の電池では、下表１に示すように、負極集電リング７および負極当て板９の材
質をいずれも銅（Ｃｕ）とした。正極当て板５および負極当て板９の両端の間隔をそれぞ
れ１ｍｍに設定した。負極集電リング７、負極集電タブ８および負極当て板９の溶接時の
レーザ出力を２０００Ｗに設定し、リチウムイオン二次電池１３を作製した。
【００２６】
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【表１】

【００２７】
（実施例２～実施例７）
　表１に示すように、実施例２～実施例７の電池では、負極集電リング７および負極当て
板９の材質ならびに溶接時のレーザ出力を変えること以外は、実施例１と同様にリチウム
イオン二次電池１３を作製した。実施例２の電池では、負極集電リング７の材質を銅、負
極当て板９の材質をニッケル（Ｎｉ）とし、レーザ出力を１２００Ｗとした。実施例３の
電池では、負極集電リング７の材質を銅とニッケルとの質量比１：１の合金、負極当て板
９の材質をニッケルとし、レーザ出力を１２００Ｗとした。実施例４の電池では、負極集
電リング７の材質を銅とニッケルとの質量比１：１のクラッド材（多層体）、負極当て板
９の材質をニッケルとし、レーザ出力を１２００Ｗとした。実施例５の電池では、負極集
電リング７および負極当て板９の材質をいずれもニッケルとし、レーザ出力を１０００Ｗ
とした。実施例６の電池では、負極集電リング７の材質を銅、負極当て板９の材質を銅と
ニッケルとの質量比１：１の合金とし、レーザ出力を１２００Ｗとした。実施例７の電池
では、負極集電リング７の材質を銅、負極当て板９の材質を銅とニッケルとの質量比１：
１のクラッド材とし、レーザ出力を１２００Ｗとした。
【００２８】
（実施例８）
　表１に示すように、実施例８の電池では、負極当て板９を使用しないこと以外は、実施
例１と同様にリチウムイオン二次電池１３を作製した。
【００２９】
（実施例９）
　表１に示すように、実施例９の電池では、負極当て板９を両端部の重なりが５ｍｍ形成
されるように配置してレーザ溶接すること以外は、実施例１と同様にリチウムイオン二次
電池１３を作製した。
【００３０】
（比較例１）
　表１に示すように、比較例１の電池では、負極当て板を使用しないことと、負極集電リ
ング７の電極群に対向する面と交差する側周面に沿う方向にレーザ光を照射して溶接する
こと以外は、実施例１と同様にリチウムイオン二次電池を作製した。
【００３１】
（評価）
　各実施例の電池および比較例の電池をそれぞれ３０個ずつ作製した。このときの各実施
例および比較例の電池について負極集電リング７、負極集電タブ８および負極当て板９の
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溶接状態を評価した。溶接状態は、レーザ貫通（レーザ光による負極集電リング７および
負極集電タブ８の貫通）および溶接ピットがともに発生しなかった溶接状態を◎、電極群
３のダメージ（損傷）がないレーザ貫通または溶接ピットが発生した溶接状態を○、電極
群３のダメージが発生した溶接状態を△の３段階で評価した。評価結果を表１に合わせて
示す。
【００３２】
　表１に示すように、実施例１～実施例７の電池では、レーザ貫通および溶接ピットがと
もに発生しなかった。実施例８の電池では、レーザ貫通が発生したものの、負極集電リン
グ７の外周面に対して略直交にレーザ溶接したため、電極群３の損傷は認められなかった
。実施例１および実施例８の電池の相違は、銅製の負極当て板９の有無だけである。従っ
て、実施例８の電池では、負極当て板９を使用しなかったため、負極集電タブ８の重なり
が疎な箇所でレーザ貫通が発生したものと考えられる。また、実施例９の電池では、溶接
ピットが発生した。実施例１および実施例９の電池の相違は、負極当て板９の両端部の重
なりの有無だけである。従って、実施例９の電池では、負極当て板９の両端部に重なりを
形成してレーザ溶接したため、負極集電リング７の外周面と負極当て板９の内周面との間
に隙間が形成されたため、溶接ピットが発生したと考えられる。これに対して、比較例１
の電池では、負極当て板を使用していないため、実施例８の電池と同様にレーザ貫通が発
生した。また、負極集電リングの電極群に対向する面と交差する側周面に沿う方向、すな
わち電極群が配置された方向にレーザを照射したため、電極群が損傷した。
【００３３】
（作用等）
　次に、本実施形態のリチウムイオン二次電池１３の作用等に説明する。なお、正負極集
電タブ両方とも同じようにレーザ溶接で接合されているが、いずれも同様の作用を示すた
め、以下、負極側の負極集電タブ８、負極集電リング７および負極当て板９のレーザ溶接
による接合について説明する。
【００３４】
　本実施形態のリチウムイオン二次電池１３では、負極集電リング７の電極群３に対向す
る面と交差する側周面に略水平方向に照射されたレーザ光で負極集電タブ８が負極集電リ
ング７と負極当て板９とに挟まれて接合されている。このため、レーザ光が電極群３が配
置された方向に照射されないのでレーザ溶接による電極群３の損傷を防止でき、リチウム
イオン二次電池１３の電池性能を確保することができる。
【００３５】
　また、本実施形態のリチウムイオン二次電池１３では、負極集電タブ８が負極集電リン
グ７の外周面と負極当て板９の内周面とに挟まれて接合されている。このため、負極集電
タブ８の重なりに疎密が生じても、実施例１および実施例８でも示したように、負極当て
板９、負極集電タブ８および負極集電リング７の密着度を高めることができ、負極集電リ
ング７に対するレーザ貫通を生じさせることなく確実に溶接することができる。
【００３６】
　更に、本実施形態のリチウムイオン二次電池１３では、負極当て板９が負極集電リング
７の外周面に負極当て板９の両端部同士の重なりが未形成となるように配置され溶接され
ている。このため、実施例１および実施例９でも示したように、負極当て板９の両端部で
は、負極集電リング７の外周面と負極当て板９の内周面との間に隙間が形成されず、溶接
ピットなどの溶接不良が抑制されるので、負極集電リング７、負極集電タブ８および負極
当て板９の接合性を向上させることができる。
【００３７】
　また更に、本実施形態のリチウムイオン二次電池１３では、負極集電リング７の外周面
に負極当て板９を接合するときに、負極当て板９の両端部を先にスポットで溶接する。こ
のため、負極当て板９が負極集電リング７の外周面に配置された（捲き付けられた）状態
で対向配置される。これにより、負極当て板９の全周に亘ってレーザ溶接するときに、負
極集電タブ８が外れることなく負極当て板９と負極集電リング７とで挟持することができ
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、レーザ溶接で容易に接合することができる。
【００３８】
　更にまた、本実施形態のリチウムイオン二次電池１３では、負極集電リング７の外周面
に略直交方向にレーザ照射して溶接されている。レーザ光が負極集電リング７を貫通した
場合は、レーザ照射部の裏側である負極集電リング７の内周面にその痕跡が残る。このた
め、負極集電リング７の内周面を観察することでレーザ貫通の有無を容易に判断すること
ができる。すなわち、電池組立前にレーザ溶接による不具合が容易に判断されることで、
電池不良の発生を低減することができる。
【００３９】
　従来、円柱型捲回式リチウムイオン二次電池では、集電タブが等間隔で形成された帯状
の正負極板が断面渦巻状に捲回されているので、集電部品の側面に集電タブの端部を集め
た場合、重なりに疎密が生じる。この場合、一定出力のレーザを集電部品の沿う方向に照
射して集電タブと集電部品とを溶接するときに、重なりが密の箇所を溶接できるようにレ
ーザ出力を高くすると、重なりが疎な箇所で入熱エネルギーが過大となり、レーザ光が集
電タブおよび集電部品を貫通してしまう可能性がある。このため、電池性能を損なうこと
となる。反対に、重なりが疎な箇所を溶接するのに十分なレーザ出力とすると、重なりが
密な箇所で溶接不十分な状態となる。本実施形態は、これらの問題を解決することができ
るリチウムイオン電池１３である。
【００４０】
　なお、実施形態では、溶接用のレーザについて特に言及していないが、本発明はレーザ
の種類、発振形式または照射本数などに制限されるものではない。本発明が適用可能なレ
ーザの種類としては、例えば、ＹＡＧレーザやファイバレーザなどを挙げることができる
。また、複数本のレーザ光を照射して、正負極集電タブを正負極集電リングに接合しても
よい。
【００４１】
　また、本実施形態では、正負極集電リングの電極群３に対向する面と交差する側周面に
略水平方向に照射されたレーザ光で溶接を行う例を示したが、本発明はこれに限定される
ものではない。すなわち、レーザ貫通による電極群３の損傷を招く方向でなければ水平方
向から若干の照射角度の相違があっても適用することができる。このような水平方向から
の角度は電池や大きさによっても異なってくる。
【００４２】
　更に、本実施形態では、正負極集電タブが接合される正負極集電部品としてリング状の
ものを例示したが、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、円盤状の集電部品
を用いて側周面に正負極集電タブを接合するようにしてもよい。
【００４３】
　また更に、本実施形態では、正負極集電リングの外周面に帯状の正負極当て板を両端部
が重ならないようにほぼ全周に亘り配置する例を示したが、本発明はこれに限定されるも
のではない。例えば、複数の当て板を用い、隣り合う当て板同士がそれぞれ重ならないよ
うに正負極集電リングの外周面に対向配置してもよい。
【００４４】
　更にまた、本実施形態では、負極集電リング７および負極当て板９の材質として銅を例
示したが、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、銅製の負極集電タブ８およ
び負極外部端子を兼ねるニッケルメッキが施された電池缶１１の両者と確実に接合するこ
とができ、高電気伝導性である材質、例えば、銅、ニッケル、銅とニッケルとの合金また
は銅とニッケルとの多層体などを用いることが好ましい。
【００４５】
　また、本実施形態では、正負極当て板の両端部の２箇所をスポットで溶接してから、全
周に亘りレーザ溶接する例を示したが、本発明はこれに制限されるものではない。例えば
、何点かをさらにスポットで溶接してから、全周に亘り接合してもよい。
【００４６】
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　更に、本実施形態では、正極活物質のリチウム含有複合酸化物としてマンガン酸リチウ
ムを示したが、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、結晶中のマンガンやリ
チウムの一部をそれら以外の元素、例えば、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ａｌ、Ｍｇ、等の
元素で置換又はドープした組成の異なるリチウム含有複合酸化物を用いてもよい。また、
結晶構造についても特に制限されるものではなく、例えば、スピネル結晶構造や層状結晶
構造であってもよい。また、本実施形態では、正極導電材として鱗片状黒鉛を例示したが
、本発明はこれに限定されるものではない。電子伝導性を有している他の物質を用いても
よいし、特に導電材を用いなくてもよい。
【００４７】
　また更に、本実施形態では、負極活物質として非晶質炭素を例示したが、本発明はこれ
に限定されるものではない。例えば、天然黒鉛、人造黒鉛、気相成長炭素繊維等の黒鉛系
炭素材などを用いることができる。
【００４８】
　さらにまた、本実施形態では、電気自動車用の電源に用いられる比較的大型のリチウム
イオン二次電池を例示したが、本発明に係るリチウムイオン二次電池は、電池の容量、サ
イズ、形状等に制限されるものではない。また、本発明の適用可能な電池としては、上述
した電池缶に上蓋がカシメ固定されて封口されている構造の電池以外であっても構わない
。このような構造の一例として正負極外部端子が電池蓋を貫通し電池容器内で軸芯を介し
て押し合っている状態の電池を挙げることができる
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明は、電池性能を確保することができるリチウムイオン二次電池を提供するため、
リチウムイオン二次電池の製造、販売に寄与するので、産業上の利用可能性を有する。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明を適用した実施形態の円柱型リチウムイオン二次電池の断面図である。
【符号の説明】
【００５１】
　３　電極群
　４　正極集電リング（集電部品）
　５　正極当て板
　６　正極集電タブ
　７　負極集電リング（集電部品）
　８　負極集電タブ
　９　負極当て板
　１３　円柱型リチウムイオン二次電池（リチウムイオン二次電池）
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